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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　リソグラフィ露光装置（ＷＳＣ）のミラー構成体（１）において、
　‐隣接して配置され、共に前記ミラー構成体（１）の鏡面（３）を形成する複数のミラ
ー素子（２ａ，２ｂ）を備え、
　‐各ミラー素子（２ａ，２ｂ）は基板（４ａ，４ｂ）と該基板（４ａ，４ｂ）上の多層
構成体（５ａ，５ｂ）とを備え、
　‐前記多層構成体（５ａ，５ｂ）は、前記鏡面（３）の一部を形成する放射線入射面（
７ａ，７ｂ）を有する反射層系（６ａ，６ｂ）と、前記放射線入射面（７ａ，７ｂ）と前
記基板（４ａ，４ｂ）との間に配置された圧電層（８ａ，８ｂ）とを含み、
　‐各ミラー素子（２ａ，２ｂ）は、電界を生成するための、前記圧電層（８ａ，８ｂ）
に関連する電極構成体（９ａ，９ｂ, ９ｃ）を備え、前記圧電層（８ａ，８ｂ）の層厚（
ｔｐ）は前記電界によって制御可能であり、
　相互接続構成体（１０）は隣接する電極構成体（９ａ，９ｂ，９ｃ）における隣接する
第１電極（９ａ）と第２電極（９ｂ）とを電気的に相互接続し、前記第１電極（９ａ）と
前記第２電極（９ｂ）との間の間隙領域（１１）に相互接続電界が生成されるようにし、
前記相互接続電界は、前記第１電極（９ａ）の第１電界と前記第２電極（９ｂ）の第２電
界との間に連続的な遷移を生成することを特徴とする、ミラー構成体（１）。
【請求項２】
　リソグラフィ露光システム（ＷＳＣ）のミラー構成体（１）において、
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　‐隣接して配置され、共に前記ミラー構成体（１）の鏡面（３）を形成する複数のミラ
ー素子（２ａ，２ｂ）を備え、
　‐各ミラー素子（２ａ，２ｂ）は基板（４ａ，４ｂ）と該基板（４ａ，４ｂ）上の多層
構成体（５ａ，５ｂ）とを備え、
　‐前記多層構成体（５ａ，５ｂ）は、前記鏡面（３）の一部を形成する放射線入射面（
７ａ，７ｂ）を有する反射層系（６ａ，６ｂ）と、前記放射線入射面（７ａ，７ｂ）と前
記基板（４ａ，４ｂ）との間に配置された圧電層（８ａ，８ｂ）とを含み、
　‐各ミラー素子（２ａ，２ｂ）は、電界を生成するための、前記圧電層（８ａ，８ｂ）
に関連する電極構成体（９ａ，９ｂ, ９ｃ）を備え、前記圧電層（８ａ，８ｂ）の層厚（
ｔｐ）は前記電界によって制御可能であり、
　相互接続構成体（１０）は隣接する電極構成体（９ａ，９ｂ，９ｃ）における隣接する
第１電極（９ａ）と第２電極（９ｂ）とを電気的に相互接続し、前記第１電極（９ａ）と
前記第２電極（９ｂ）との間の間隙領域（１１）における前記相互接続構成体（１０）の
電気抵抗（Ｒｉ）は、前記第１電極及び第２電極（９ａ，９ｂ）の電気抵抗（Ｒｗ）より
も大きく、前記第１電極及び第２電極（９ａ，９ｂ）を含む前記隣接する電極構成体（９
ａ，９ｂ，９ｃ）の前記圧電層（８ａ，８ｂ）の電気抵抗（Ｒｌ）よりも小さいことを特
徴とする、ミラー構成体（１）。
【請求項３】
　請求項１に記載のミラー構成体（１）であって、前記第１電極（９ａ）と前記第２電極
（９ｂ）との間の前記間隙領域（１１）における前記相互接続構成体（１０）の電気抵抗
（Ｒｉ）は、前記第１電極及び第２電極（９ａ，９ｂ）の電気抵抗（Ｒｗ）よりも大きく
、前記第１電極及び第２電極（９ａ，９ｂ）を含む前記隣接する電極構成体（９ａ，９ｂ
，９ｃ）の前記圧電層（８ａ，８ｂ）の電気抵抗（Ｒｌ）よりも小さい、ミラー構成体（
１）。
【請求項４】
　請求項１～３の何れか一項に記載のミラー構成体（１）であって、前記第１電極（９ａ
）と前記第２電極（９ｂ）との間の前記間隙領域（１１）における前記相互接続構成体（
１０）の電気抵抗（Ｒｉ）は、１キロオームから１０メガオームの範囲である、ミラー構
成体（１）。
【請求項５】
　請求項１～４の何れか一項に記載のミラー構成体（１）であって、前記相互接続構成体
（１０）は半導体材料を含む、ミラー構成体（１）。
【請求項６】
　請求項１～５の何れか一項に記載のミラー構成体（１）であって、前記第１電極及び第
２電極（９ａ，９ｂ）の電気抵抗（Ｒｗ）は１キロオーム以下である、ミラー構成体（１
）。
【請求項７】
　請求項１～６の何れか一項に記載のミラー構成体（１）であって、前記第１電極及び第
２電極（９ａ，９ｂ）を含む前記隣接する電極構成体（９ａ，９ｂ，９ｃ）の前記圧電層
（８ａ，８ｂ）の電気抵抗（Ｒｌ）は、１０メガオーム以上である、
ミラー構成体（１）。
【請求項８】
　請求項１～７の何れか一項に記載のミラー構成体（１）であって、前記相互接続構成体
は、複数の、又は全てのミラー素子（２ａ，２ｂ）を相互接続する共通相互接続層（１０
）を備える、ミラー構成体（１）。
【請求項９】
　請求項１～８の何れか一項に記載のミラー構成体（１）であって、複数の、又は全ての
ミラー素子（２）の前記圧電層（８ａ，８ｂ）は共通圧電層（８）を形成する、ミラー構
成体（１）。
【請求項１０】
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　請求項１～９の何れか一項に記載のミラー構成体（１）であって、複数の、又は全ての
ミラー素子（２）の前記反射層系（６ａ，６ｂ）は共通反射層系（６）を形成する、ミラ
ー構成体（１）。
【請求項１１】
　請求項１～１０の何れか一項に記載のミラー構成体（１）であって、前記反射層系（６
ａ，６ｂ）は３００ナノメートル未満の波長範囲の電磁放射線を反射するように適合され
る、ミラー構成体（１）。
【請求項１２】
　請求項１～１１の何れか一項に記載のミラー構成体（１）であって、前記反射層系（６
ａ，６ｂ）は、屈折率の高い材料の層と屈折率の低い材料の層との交互層（１２，１３）
を有する複数のペア層（１２，１３）を備える、ミラー構成体（１）。
【請求項１３】
　請求項１～１２の何れか一項に記載のミラー構成体（１）であって、前記相互接続構成
体における相互接続層（１０）の厚さ（ｔｉ）は５０ナノメートルから５００ナノメート
ルの範囲である、ミラー構成体（１）。
【請求項１４】
　請求項１～１３の何れか一項に記載のミラー構成体（１）であって、前記第１電極及び
第２電極（９ａ，９ｂ）の最大電極直径（Ｄ）は０．５～５０ミリメートルの範囲である
、ミラー構成体（１）。
【請求項１５】
　請求項１～１４の何れか一項に記載のミラー構成体（１）であって、前記第１電極（９
ａ）と前記第２電極（９ｂ）との間の前記間隙領域（１１）の幅（Ｗ）は１０μｍ～１ミ
リメートルの範囲である、ミラー構成体（１）。
【請求項１６】
　請求項１～１５の何れか一項に記載のミラー構成体（１）であって、該ミラー構成体（
１）における使用領域の直径に亘るミラー素子（２）の数は２０～２００の範囲である、
ミラー構成体（１）。
【請求項１７】
　請求項１～１６の何れか一項に記載の少なくとも１つのミラー構成体（１）を備える光
学系。
【請求項１８】
　請求項１７に記載の光学系であって、該光学系はリソグラフィ露光装置（ＷＳＣ）の投
影対物系（ＰＯ）である光学系。
【発明の詳細な説明】
【関連出願の相互参照】
【０００１】
　本願は、独国特許出願第１０　２０１５　２１３　２７５．７号に基づいて優先権を主
張するものであり、その開示を本明細書に参照として援用する。
【技術分野】
【０００２】
　本発明は、リソグラフィ露光装置のミラー構成体及びこのようなミラー構成体を含む光
学系に関する。
【背景技術】
【０００３】
　現今では、コンピュータチップ及びその他の微細構造部品などの半導体コンポーネント
の製造において、リソグラフィ露光法が主に用いられている。この場合、例えば半導体コ
ンポーネントの層のラインパターンなどの、結像される構造パターンを有する、あるいは
形成するマスク（レチクル）又はその他のパターニング装置が使用される。パターンはリ
ソグラフィ露光装置の照明系と投影対物系との間の、投影対物系の物体平面の領域に配置
され、照明系によって提供される照明放射線で照明される。パターンによって変化した放
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射線は投影放射線として投影対物系を通り抜け、露光される基板上にパターンを結像する
。基板面は物体平面と光学的に共役な投影対物系の結像面に位置する。一般に基板面は感
放射性層（レジスト）で被覆されている。
【０００４】
　更に微細構造を製造することができるように種々の手法が追求されている。例えば、投
影対物系の分解能は投影対物系の像側開口数を拡大することによって高めることができる
。別の手法として、電磁放射線のより短い波長を用いることが挙げられる。例えば、特に
５ナノメートル（ｎｍ）～３０ｎｍの範囲の動作波長を有する極紫外線（ＥＵＶ）の電磁
放射線を使用する光学系が開発されている。
【０００５】
　短い波長はそれよりも長い波長で透過する既知の光学材料によって吸収されるので、Ｅ
ＵＶ範囲の放射線は屈折光学素子を用いて集束又は誘導することはできない。従って、Ｅ
ＵＶリソグラフィにはミラー系が使用される。ＥＵＶリソグラフィに使用される光学系だ
けでなく、深紫外線範囲（ＤＵＶ，動作波長３００ｎｍ未満）又は真空紫外線範囲（ＶＵ
Ｖ，動作波長２００ｎｍ未満）の光を用いるリソグラフィの光学系において、ミラーは適
用される。
【０００６】
　最高の品質のリソグラフィ結像を保証するには、一般に、照明系によって照明される照
明視野内に明確に定められた強度分布を生成し、結像視野内にできる限り小さな収差でマ
スクパターンを結像させることが望ましい。光学系はこれらの要求事項を配達時のみに満
たせばよいのではなく、光学系の寿命全体を通して大きな変化なく維持しなければならな
い。前者の場合、要求事項からの考えられる逸脱として、実質的に、旧い設計や製造上の
欠陥によるものがあるが、寿命を通しての変化は、たいてい実質的に経年劣化によるもの
である。逸脱の一つの原因として鏡面の特定形状からの変化があり、このため、相対的な
位相変化がミラーに反射する光に生じる可能性がある。
【０００７】
　多くの最新のリソグラフィプロセスでは、二重露光、多重露光又はスペーサの使用など
の分解能強化技術が用いられる。これらの技術によって一連の連続する露光ステップによ
る微細構造の生成が可能になる。これらの技術において、その後のステップで生成される
構造体は、連続する露光において高いオーバーレイ精度で重ね合わせなければならない。
その結果、１つの露光技術の場合と比較して、像の横方向における正確な位置決めのため
、要求事項が増える。
【０００８】
　更に、像側面の開口数ＮＡが増えて波長が減少するにつれて、焦点面の正確な位置決め
は一層困難になる。例えば、焦点深度範囲は波長に比例し、像側面開口数の二乗に反比例
する。例えば、０．４よりも大きい開口数ＮＡにおけるＥＵＶ波長又は１．１よりも大き
い開口数における深紫外線範囲の波長は、焦点深度範囲を例えば７０ｎｍ未満に減少させ
る。このため、焦点面の軸方向位置は大変正確に制御されなければならない。
【０００９】
　更にテレセントリック効果により、所望する像位置に対する正確な位置決めが影響を受
ける可能性がある。テレセントリック効果により、像位置は放射線の伝播方向に対して傾
斜する可能性がある。従って、露光領域の軸方向位置における変化により、実際の像の所
望の像位置から横方向のずれが生じ、横方向の重ね合わせ精度にマイナスの影響が与えら
れる。
【００１０】
　つまり、軸方向及び横方向の焦点位置は非常に注意深く制御されなければならない。ま
た、通常は感光性コーティングで被覆されている実基板面は必ずしも平面でなく、平面で
ない場合もある。このため露光のステップとステップの間、又は単一の走査露光動作中さ
えも焦点位置の調整が必要とされる場合がある。更に、焦点位置だけでなく、結像倍率や
歪みなどの収差のような、像質に影響を与えるその他の要因も正確に制御できることが望
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ましい。
【００１１】
　収差の増加は光学素子の加熱によって引き起こされ、これによって屈折率の変化及び／
又は光学面の変形が生じ得る。また重力は光学素子の光学効果に影響を与え、光学面は重
力によって変形され得る。更に、収差に影響を与える経年劣化プロセスを排除することは
できない。
【００１２】
　時間依存性リソグラフィプロセスの品質への影響を考慮するために、動的マニピュレー
タシステムがしばしば用いられる。
【００１３】
　特許文献１は、ＥＵＶ照明系の照明視野における照明強度分布及び照明角度分布を補正
するミラー構成体を開示している。ミラー構成体は鏡面を形成する複数のミラー素子を備
え、各ミラー素子は基板を有し、基板上にはＥＵＶ範囲の放射線に対する反射効果を有す
る多層構成体が適用されている。各々の多層構成体は、関連する電極構成体によって生成
される電界によって制御することのできる厚さを有する圧電層を含む。従って、ミラー素
子の圧電層は相互に独立して制御可能であり、このため、それらの層の厚さを個々に調整
することができる。そのため、ミラー構成体の反射特性は鏡面に亘って局所的に異なるよ
うに影響を受けることができるため、照明強度分布及び照明角度分布の補正が可能となる
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１４】
【特許文献１】国際公開第２０１２／１２６９５４　Ａ１号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　本発明の課題は、リソグラフィ露光装置で使用することのできるミラー構成体及びミラ
ー構成体を備えた光学系を提供することであり、ミラー構成体は従来技術に対して改善さ
れており、例えば改善された波面補正のために改善された光学特性を有する。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　本課題を解決するために、本発明は、請求項１に記載する特徴を備えるミラー構成体、
請求項２に記載する特徴を備えるミラー構成体、及び請求項１７に記載する特徴を備える
光学系を提供する。有利な発展形態は従属請求項に記載されている。これら全ての請求項
の文言は本明細書の内容に参照として援用される。
【００１７】
　ミラー構成体は、隣接して配置され、共にミラー構成体の鏡面を形成する複数のミラー
素子を有する。ミラー素子は、特に横方向、例えば行と列に隣接して、鏡面の領域をほぼ
埋める、あるいは完全に埋めるように配置される、又は相互に距離をあけて配置され得る
。ミラー素子は、支持構造体上に相互に離して、適切であれば隙間によって離して設置さ
れるものであってもよい。鏡面は完全に平らなもの（平面鏡）であってもよいし、曲面（
例えば、凸面鏡、凹面鏡、円筒鏡又は一般的な非球面状）であってもよい。ミラー素子は
、鏡面の所望の形状が得られるよう、支持構造体上に設置され得る。
【００１８】
　各ミラー素子は基板と該基板上の多層構成体とを備える。多層構成体は放射線入射面を
有する反射層系を含み、放射線入射面は鏡面の一部を形成する。反射層系は電磁放射線に
対する反射効果を生じる１つ又は複数の反射層を備える。更に、反射層系は１つ又は複数
の反射層上に保護層を備えてもよい。反射層系の最上層の表面は放射線入射面を形成する
。従って、各ミラー素子は放射線入射面と基本的に平行な層を含む層構造を有する。
【００１９】
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　更に、各ミラー素子の多層構成体は、放射線入射面と基板との間に配置された圧電層を
含む。各ミラー素子は電界を生成する圧電層と関連する電極構成体を備え、圧電層の層厚
は、層に垂直な方向に、電界によって制御され得る。電界は電極構成体に電圧を印加する
ことによって生成され得る。各電極構成体は必要に応じて他の電極構成体から独立して駆
動させることができる。よってミラー素子の圧電層は相互に独立して制御することができ
、それらの層厚に応じて調整することができる。その結果、ミラー構成体の反射特性は鏡
面に亘って局所的に異なる影響を受け、鏡面の望ましくないずれ又は変化を補償すること
が可能となる。
【００２０】
　電極構成体の電極は圧電層と接触し得る。電界が材料で充たされた、又は材料のない隙
間を浸透して圧電層に達することができる限り、１つ又は複数の電極は、影響を受ける圧
電層から少し離して配置させることができる。その結果、多層構成体の１つ又は複数の層
、特に反射層系の１つ又は複数の反射層は、電極と関連する圧電層との間に位置させても
よい。
【００２１】
　圧電層を反射層系の１つ又は複数の反射層に対して配置させる、種々の可能性がある。
例えば、圧電層は反射層系と基板との間に配置させてもよい。この場合、反射層系は圧電
層によって基板全体に対して上下させることができる。隣接して配置されるミラー素子に
おける反射層系の相対高さを変化させることにより、鏡面の起こり得る不平坦さを補償す
ることが可能であり、入射放射線の波面の空間分解能的な位相補正が可能である。この場
合、補正の横方向における分解能（空間分解能）は、個々のミラー素子における放射線入
射面の横方向の寸法に依存する。
【００２２】
　本発明の一実施形態によれば、ミラー構成体は、隣接する電極構成体の隣接する第１電
極及び第２電極を電気的に相互に接続する相互接続構成体を備える。第１電極は隣接する
電極である第２電極から、圧電層の少なくとも片側において、間隙領域によって横方向に
分離される。第１電極と第２電極との間の間隙のため、第１電極と第２電極との間に短絡
はないので、隣接する電極構成体は相互に独立して駆動され得る。
【００２３】
　一実施形態によれば、相互接続構成体は第１電極と第２電極との間の間隙領域に相互接
続電界を生成する。相互接続電界は第１電極の第１電界と第２電極の第２電界との間に連
続遷移を生成する。
【００２４】
　他の実施形態によれば、第１電極と第２電極との間の間隙領域における相互接続構成体
の電気抵抗は、第１電極と第２電極の電気抵抗よりも大きく、第１電極及び第２電極を含
む隣接する電極構成体の圧電層における電気抵抗よりも小さい。
【００２５】
　第１電極及び第２電極の電気抵抗は、第１電極及び第２電極を対応する電圧源及び／又
は電流源に接続させる引き込み接続線において生じ得る電気抵抗を含み得る。「相互接続
抵抗」とも示される相互接続構成体の電気抵抗は、「電極抵抗」とも示される第１電極及
び第２電極の電気抵抗よりも大きいので、第１電極と第２電極との間に短絡はない。第１
電極構成体と第２電極構成体とは相互に独立して駆動させることができる。相互接続抵抗
は、第１電極及び第２電極を含む隣接する電極構成体の「圧電抵抗」とも示される圧電層
の電気抵抗よりも小さいので、第１電極及び第２電極による電荷は相互接続構成体に蓄積
され、隣接する電極構成体の圧電層を通る漏れによってすぐに排出されない。電荷が蓄積
されると、上述の相互接続電界が増大する。
【００２６】
　有利には、第１電極の境界で終わる第１電界から第２電極の境界で始まる第２電界まで
の間隙領域内における圧電材料の電界強度の連続的又は円滑な遷移により、ミラー素子の
コンポーネント、特に圧電層の材料疲労及び亀裂のリスクが低減される。
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【００２７】
　ミラー素子はミラー構成体の鏡面領域を完全に埋めるように配置させることができ、隣
接するミラー素子の横方向の境界は相互に接触する。特に隣接する圧電層は相互に接触す
る。この場合、第１電極及び第２電極は対応する圧電層を横方向に完全に被覆せず、第１
電極と第２電極との間に間隙が存在するよう、第１電極と第２電極とが相互に接触しない
ようにする。そうでなければそれらの間に短絡が生じ、第１電極構成体及び第２電極構成
体の相互に独立した駆動が妨げられる。従来のミラーにおいては、圧電層の被覆されてい
ない部分は変形せず、たいてい圧電層の被覆されていない部分の上の反射層系の一部に鋭
いよじれ、段又は溝が生じる。反射層系のこのようなよじれ、段又は溝は、所望される波
面補正に悪影響を与え得る。これとは対照的に、相互接続構成体は第１電極及び第２電極
によって被覆されていない圧電層の少なくとも一部を被覆し、相互接続構成体によって生
成される相互接続電界によって圧電層のこれらの部分に変形が生じる。従って、反射層系
及び鏡面の鋭いよじれ、段又は溝などの、個々の第１電極及び第２電極によって生じる波
面エラーの要因は減少する。
【００２８】
　相互接続構成体の更なる利点は、相互接続構成体が例えば相互接続構成体の上下の引き
込み接続線によって生じる電界に対する圧電層のシールドとして機能することである。従
って相互接続構成体はこのような電界から導入されるクロストークを除去する。
【００２９】
　本発明の一実施形態において、第１電極と第２電極との間の間隙領域における相互接続
構成体の電気抵抗は１キロオーム（ｋΩ）～１０メガオーム（ＭΩ）、好適には１０ｋΩ
～１ＭΩである。
【００３０】
　他の実施形態によれば、第１電極と第２電極との間の間隙領域における相互接続構成体
の電気伝導率は２００～１ｓ／ｍの範囲、特に１００～１ｓ／ｍの範囲である。
【００３１】
　相互接続抵抗が高過ぎる（又は電気伝導率が低過ぎる）場合、相互接続構成体内に蓄積
される電荷の時定数が高過ぎる可能性がある。一方で、相互接続抵抗が低過ぎる（又は電
気伝導率が高過ぎる）場合、印加電圧を維持するために用いられる電流によって抵抗加熱
の生じる可能性がある。本発明の一実施形態において、相互接続構成体は半導体材料を含
む。典型的に、電極構成体は金属材料を含む。金属材料の比電気抵抗は半導体材料よりも
低く、半導体材料の比電気抵抗は圧電材料よりも低い。従って、相互接続抵抗は電極抵抗
よりも高く、圧電電気抵抗よりも低くなる可能性がある。半導体材料はシリコンベースで
あってもよい、又は基本的にシリコンのみで構成されてもよい。半導体材料はドーピング
してもよく、ドーピングによって相互接続構成体の抵抗率、又は抵抗の調整が可能になる
。
【００３２】
　半導体材料はシリコン以外の材料をベースにしたものであってもよい。例えば、半導体
材料は、LaNiO3，SrRuO3，SrVO3，LaCoO3，SrCoO3，LaMnO3，Sr0.7Ce0.3MnO3，La2Ce2O7
，LaVO3，LaCrO3，LaFeO3，LaTiO3，LaCuO3，La（Mn0.5Co0.5）O3，LaCu0.4（Mn0.5Co0.5
）0.6O3，La0.7Sr0.3FeO3，La0.7Sr0.3MnO3，SrFeO3，BaMnO3，SrMnO3，Ba0.5Sr0.5MnO3
，BaRuO3，BaTiO3，CaMnO3，Ce0.8Y0.2O1.9，MgO，NdNiO3，Y安定化ZrO2，ZnFeO3，CaRuO

3，CaTiO3，TiO2，La0.6Sr0.4Fe0.8Co0.2O3，La0.85Sr0.15MnO3から構成される群から選
択され得る。
【００３３】
　通常、半導体材料の抵抗は温度に大きく依存し、一方で金属材料の抵抗の温度への依存
はそれほど大きくない。従って、半導体材料を含む相互接続構成体の抵抗測定は、ミラー
構成体内における入射放射線の吸収によって生じ得る、ミラー構成体内の局所温度分布を
測定するために用いることができる。温度分布の測定によって波面エラーの原因を推定す
ることができるので、ミラー構成体のフィードバック信号、すなわち、対応する電極構成
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体に印加される特定の電圧の個々の調整として使用することができる。
【００３４】
　本発明の一実施形態において、第１電極及び第２電極の電気抵抗は１ｋΩ以下、好適に
は１００Ω未満である。従って、第１電極及び第２電極、特にそれらの引き込み接続線に
沿った著しい電圧効果はないはずである。
【００３５】
　本発明の一実施形態において、第１電極及び第２電極を含む隣接する電極構成体の圧電
層における電気抵抗は、１０ＭΩ以上、好適には１００ＭΩよりも大きい。従って、相互
接続構成体に蓄積される電荷を減少させる可能性のある、圧電層の漏れ電流を抑制するこ
とができる。
【００３６】
　相互接続構成体は、第１電極の境界から第２電極の境界へと延在して第１電極と第２電
極とを相互接続する相互接続層を備え得る。本発明のいくつかの実施形態において、ミラ
ー構成体の複数の部分をミラー素子のいくつかの、又は全ての部分に亘って延在させ、こ
れによって、ミラー構成体、特にミラー素子の製造を単純化することができる。
【００３７】
　例えば、相互接続構成体は、いくつかの、又は全てのミラー素子を相互接続する共通相
互接続層を含み得る。共通相互接続層は第１電極と第２電極とを相互接続させるだけでな
く、第１電極及び第２電極の境界を越えて上下に延在し得る。好適には、共通相互接続層
は、間隙のない、好適には鏡面と同じ大きさの領域を被覆する連続層である。従って共通
相互接続層は、例えばリソグラフィ工程によって製造中に構造化する必要は全くない。
【００３８】
　いくつかの、又は全てのミラー素子の圧電層は共通圧電層を形成することができる、及
び／又はいくつかの、又は全てのミラー素子は共通の反射層系を形成することができる。
間隙のない共通圧電層は連続的に変形させることができ、よじれ、段又は溝などの不連続
性を有する場合もあるし、有さない場合もある。同様に、間隙のない共通の反射層系は連
続的に変形させることができ、特に共通圧電層によって変形される際には、よじれ、段又
は溝などの不連続性を有する場合もあるし、有さない場合もある。
【００３９】
　いくつかの、又は全てのミラー素子の電極構成体における電極は、第１電極及び第２電
極とは反対に共通電極を形成し得る。従って、全ての電極を個々の引き込み接続線によっ
て対応する電圧源及び／又は電流源に接続させる必要はなく、１つの共通する引き込み接
続線だけで十分である。更に、第１電極及び第２電極のみがそれらの間に間隙を設けて構
成されなければならない。
【００４０】
　いくつかの、又は全てのミラー素子の基板は共通の基板を形成し得る。従って、ミラー
構成体、特に上述の層は共通の基板上に製造され得る。そして共通の基板のみを支持構造
体に取り付ければよい。
【００４１】
　本発明の一実施形態において、反射層系は、３００ｎｍ未満、好適には２００ｎｍ未満
、特に２０ｎｍ未満の波長範囲の電磁放射線を反射するように構成される。ＫｒＦエキシ
マレーザの２４８ｎｍ波長などの３００ｎｍ未満の波長はＤＵＶ範囲内にある。ＡｒＦエ
キシマレーザの１９３ｎｍ波長などの２００ｎｍ未満の波長はＶＵＶ範囲にある。例えば
ガス放電によって生成されたプラズマ又はレーザ生成プラズマの１３．５ｎｍなどの２０
ｎｍ未満の波長はＥＵＶ範囲にある。これらの短波範囲に適合させることによって、ミラ
ー構成体を非常に微細な構造のリソグラフィ露光装置に適用させることができる。
【００４２】
　例えば誘電強化アルミミラー層は、ＤＵＶ又はＶＵＶ領域の電磁放射線を反射すること
ができる。
【００４３】
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　本発明の一実施形態において、反射層系は高屈折率の層材料と（これに対して）低屈折
率の層材料との交互の層を有する複数のペア層を含む。このようなペア層は「二重層」又
は「二層」とも称される。多数のペア層を有する層構成体は、「分布ブラッグ反射器」の
ように作動する。この場合、例えばＥＵＶ放射に関して、反射層系は、そのブラッグ反射
を生じさせる格子面が屈折率のより低い実数部を有する材料の層によって形成される結晶
のように振る舞う。ペア層の最適な周期厚さは、所定の波長及び所定の入射角（範囲）の
ブラッグ方程式によって決定される。ＥＵＶ放射に関しては、最適な周期厚さは一般に１
ｎｍ～１０ｎｍである。ペア層は、比較的高い屈折率と比較的低い屈折率の材料からなる
２つの層に加え、隣接する層間の相互拡散を低減させるために１つ又は複数の更なる層、
例えばバリア層を介在させることができる。
【００４４】
　この場合、圧電層は基板から離れたペア層の第１群と基板に近いペア層の第２群との間
に設けることができる。圧電層を介在させることにより、外部電圧を印加することで層群
間の（放射線入射面に対して垂直に測定した）距離を変えることができる。圧電層を介在
させることにより、第１層群で反射された放射線部分と第２層群で反射された放射線部分
との間に光路長の違いと位相シフトが生じる。外部電圧を印加することにより、位相シフ
トを連続可変的に変化させることができ、そうすることによって対応するミラー素子の反
射率を変化させることができる。第１層群と第２層群との間に一体化された圧電層は、反
射効果を有するそれらの界面間に電気的に調整可能な距離を有する、一体化ファブリベロ
ー干渉計（エタロン）のように作動する。
【００４５】
　多層構成体は、複数のペア層を有する２つの隣接する層群の間に配置され、これら層群
における放射線反射部分間の制御可能な位相シフトに使用される、２つ以上の圧電層を有
し得る。例えば、２つ又は３つのこのような圧電層を設け、その間に複数のペア層を有す
る層群を配置することもできる。
【００４６】
　多層構成体は、反射層系内で周期厚さを変化させることができるように、複数の圧電層
を有することができる。所定の動作波長及び所定の入射角に対して、特定の層周期のみが
完全な建設的干渉、従って最大反射率をもたらすので、周期厚を変化させることにより、
ミラー素子の反射層系における反射率は、動作波長で連続可変的に変化させることが可能
である。更に、反射された放射線の位相は、空間分解能的な波面影響も可能なように影響
される。
【００４７】
　多層構成体、具体的には反射層系及び圧電層の層構造に関する更なる可能性に関しては
、国際公開第２０１２／１２６９５４　Ａ１号を参照されたい。その開示を本明細書に参
照として援用する。
【００４８】
　本発明の一実施形態において、相互接続構成体における相互接続層の厚さは、５０ｎｍ
～２００ｎｍ、更に～５００ｎｍである。典型的には、圧電層は、相互接続層が連続せず
に間隙を有するよう、厚さ５０ｎｍ未満の相互接続層に影響を与え得る表面粗さを有する
。この範囲の厚さであれば表面厚さに起因する問題が軽減され得る。
【００４９】
　本発明の一実施形態において、鏡面に対して平行に測定された第１電極及び第２電極の
最大電極直径は０．５ｍｍ～５０ｍｍ、特に２ｍｍ～２０ｍｍである。最大電極直径の定
義は、鏡面に対して平行な平面における第１電極及び第２電極の形状に依存する。円形の
電極の場合、直径は円の直径であり得る。多角形、特に四角形又は六角形の電極の場合、
直径は多角形において最も長い対角線であり得る。
【００５０】
　これに代えて、又はこれに加えて、第１電極と第２電極との間の間隙領域の幅は１０ｍ
ｍ～1ｍｍとすることができる。間隙領域の幅は、第１電極の境界から対向する第２電極
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の境界までの最短距離として決定することができる。電極の最大直径及び間隙領域の幅に
関しては、それぞれ、過剰な数の電極及び過剰な数のミラー素子を用いずに、鏡面の形状
を所望する形状に近づけることができる。ミラー素子の数はおよそ２００以下とすること
ができる。特に、ミラー構成体の有用な領域、例えば鏡面の直径に亘るミラー素子の数は
５０～１８０、好適には例えば１００～１５０とすることができる。
【００５１】
　また、本発明は少なくとも１つのミラー構成体を備える光学系に関する。光学系はリソ
グラフィ露光装置の投影対物系であり得る。ミラー構成体は、投影対物系の瞳面領域、つ
まり物体面及び像面の平面に対してフーリエ変換されて置かれた平面領域に配置させるこ
とができる。ミラー構成体の他の配置可能な場所としては、物体面、像面、又は可能であ
れば中間像の実像が形成される場所などの、視野面の近くに配置させてもよい。好適には
２つ以上のミラー構成体を光学的に異なる場所に配置させることができる。
【００５２】
　これらの、及び更なる特徴は、特許請求の範囲だけでなく明細書や図面からも明らかで
あり、本発明の一実施形態及び他の分野において、個々の特徴は個別に、又は複数の組み
合わせとして実現させることができ、これらは有利で、かつ本質的に保護可能な実施形態
を構成する。例示的実施形態を図面に示し、以下に詳述する。
【図面の簡単な説明】
【００５３】
【図１】ミラー構成体の一実施形態における部分縦断面の略図である。
【図２】図１の第１電極及び第２電極の上部に対応する高さにおけるミラー構成体の部分
断面の略図である。
【図３】相互接続構成体を有さない基準ミラー構成体の、図２のＡ－Ａ’線に沿った高さ
プロファイルを示す図である。
【図４】一実施形態による相互接続構成体を有する、図１のミラー構成体における電気部
品の等価回路図である。
【図５】一実施形態による相互接続構成体を有する基準ミラー構成体に関する、図２のＡ
－Ａ’線に沿った高さプロファイルを示す図である。
【図６】ミラー構成体の実施形態を備えるリソグラフィ露光装置の投影対物系を示す図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【００５４】
　図１は複数のミラー素子２ａ，２ｂを有するミラー構成体１の部分断面図である。図２
のミラー構成体の断面に示す様に、複数のミラー素子２ａ，２ｂは六角形状に隣接して配
置させることができる。各ミラー素子２ａ，２ｂは個々のミラーとして表すことができ、
六角形の断面を有する。
【００５５】
　図１のミラー構成体１は機械的支持体として共通基板４を備える。本明細書で使用する
「共通基板」という用語は、単一の基板が複数のミラー素子全てに共通であり、よって複
数のミラー素子は共通基板を共有することを意味する。図１に示す様に、基板４は個々の
ミラー素子２ａ，２ｂの個々の基板４ａ，４ｂに、更に横方向に分割され得る。共通基板
４は、共通基板４上に配置された層の応力による曲がりに対して剛性を提供する。ミラー
構成体１の製造後、図示しない支持構造体上に共通基板４を取り付けさえすればよい。共
通基板４は、例えば超低膨張率及び垂直ｚ方向に約５０ｍｍの厚さを有するガラス状の非
晶質材料からなる、超低膨張基板であってもよい。
【００５６】
　共通基板４の表面において、個々のミラー素子２ａ，２ｂの多層構成体５ａ，５ｂは適
切なコーティング技術によって処理され、これにより、本例において、個々のミラー素子
２ａ，２ｂにおける多層構成体のいくつかの層は、共通層、すなわち、隣接する複数のミ
ラー素子に延在する層を形成する。いくつかの層又は全ての層の製造には、例えば、マグ



(11) JP 6731470 B2 2020.7.29

10

20

30

40

50

ネトロンスパッタリング、電子ビームスパッタリング若しくはイオンビームスパッタリン
グ、又はガスフロースパッタリングを用いることができる。結晶層構造が所望される場合
、例えばパルスレーザ堆積法（ＰＬＤ）によってコーティングを行うことができる。
【００５７】
　共通基板の表面には第１の共通接着層１４が堆積される。第１の共通接着層１４は共通
基板４から上の結晶層への遷移を提供し、例えばTiO2から成り、垂直ｚ方向の厚さは約１
０ｎｍ（ナノメートル）～２０ｎｍである。
【００５８】
　共通接着層１４上において、共通電極９ｃは例えばＰＬＤによって堆積される。共通電
極９ｃは例えばＰｔより成り、垂直ｚ方向の厚さは５０ｎｍ～１００ｎｍである。あるい
は、例えば、Ａｌ又はＣｒなどのその他の導電材料を使用することができる。本例におい
て、共通電極９ｃは図示しない調整可能なＤＣ電圧源と電気的に接続されている、例えば
接地されている。
【００５９】
　第２の共通接着層１５は共通電極９ｃに堆積される。第２の共通接着層１５は導電層を
形成し、その上には結晶層も形成する典型的な圧電材料を成長させることができる。結晶
層は、例えばLaNiO3から成り、垂直ｚ方向の厚さは２０ｎｍ～５０ｎｍである。
【００６０】
　第２の共通接着層１５の表面には、例えばＰＬＤによって共通圧電層８が成長する。本
明細書で使用する「共通圧電層」という用語は、単一の圧電層が複数の全てのミラー素子
に共通であり、よってミラー素子は共通圧電層を共有することを意味する。図１に示す様
に、圧電層８は、個々のミラー素子２ａ，２ｂの個々の圧電層８ａ，８ｂへ横方向に更に
分割され得る。共通圧電層８は比較的強い圧電効果を呈するペロブスカイト構造を有する
材料から構成され得る。具体的には、圧電層の材料は、Ba（Sr,Zr）TiO3，Bi（Al,Fe）O3
，（Bi,Ga）O3，（Bi,Sc）O3，CdS，（Li，Na，K）（Nb，Ta）O3，Pb（Cd，Co,Fe，In，M
g，Ni，Sc，Yb，Zn，Zr）（Nb，W，Ta，Ti）O3，ZnO，ZnS，AlSCNから成る群から選択す
ることができる、又はこの群の少なくとも１つの材料を少なくとも１つの他の材料と組み
合わせて含むことができる。この場合、（Ａ，Ｂ）という表記は、Ａタイプの元素若しく
はイオン又はＢタイプの元素若しくはイオンが結晶構造体の特定の格子位置に存在し得る
ことを示す。例えば、PbZrTiO3は圧電材料として選択され得る。共通圧電層８の垂直ｚ方
向の厚さは、例えば１μｍ～４μｍである。典型的な圧電層の材料として６５～２５０ｐ
ｍ／Ｖの圧電定数（ｄ３３）が知られている。
【００６１】
　共通相互接続層１０の形態の相互接続構成体は、共通圧電層８の表面に直接堆積される
。共通相互接続層１０は、例えば、半導体材料で構成され得る。半導体材料はシリコンベ
ースのものであってもいし、又は基本的にシリコンのみで構成されてもよい。半導体材料
はドーピングしてもよく、ドーピングによって共通相互接続層１０抵抗の導電率、それぞ
れの抵抗の調整が可能になる。共通相互接続層１０の厚さ、ｔｉは、例えば５０ｎｍ～２
００ｎｍの範囲である。この範囲の厚さによって共通圧電層８の表面粗さによって生じる
問題を軽減させることができる。
【００６２】
　構造化された第３接着層１６は共通相互接続層１０上に堆積される。第３接着層１６は
個々のミラー素子２ａ，２ｂのボンディングパッド１６ａ，１６ｂに、これらが意図する
電極の下のみに配置されるように、リソグラフィプロセスを使って構成される。第３接着
層１６は例えばLaNiO3で構成してもよく、垂直ｚ方向の厚さは２０ｎｍ～５０ｎｍである
。第３接着層は設けてもよいし設けなくてもよい。
【００６３】
　マスク又はレーザアブレーションなどの他の構造化技術を用いて構造化層を形成するこ
とができる。
【００６４】
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　接着パッド１６ａ，１６ｂ上において、各ミラー素子２ａ，２ｂは構造化電極９ａ，９
ｂを備え、これらは本明細書において第１電極及び第２電極とも示される。第１電極９ａ
及び第２電極９ｂにはＰＬＤが適用され、リソグラフィプロセスを用いて構造化される。
第１電極９ａ及び第２電極９ｂは、例えば、共通電極９ｃと同様の材料及び同様の厚さで
構成することができる。第１電極９ａと第１電極９ａの下の共通電極９ｃの反対側の横断
面とで第１電極構成体が構成される。これに対応して、第２電極９ｂと（圧電層８の向こ
うの）反対側に位置する共通電極９ｃとで第２電極構成体が構成される。第１電極９ａ及
び第２電極９ｂは、図２にも示す様に、対応する個々の圧電層８ａ，８ｂを横方向に完全
に被覆しない。第１電極と第２電極とが相互に接触しないよう、第１電極と第２電極との
間には間隙又は間隙領域１１が存在する。そうでなければそれらの間に短絡が発生し、第
１電極構成体と第２電極構成体とを相互に独立して駆動させることはできない。ミラー素
子２ａ，２ｂの配置及び／又は形状に依存して、第１電極９ａ及び第２電極９ｂの断面は
横平面に形成されてもよい。本例において、第１電極９ａ及び第２電極９ｂは図２に示す
様な六角形の断面を有する。本例において、六角形の最も長い対角線である第１電極９ａ
及び第２電極９ｂの最大電極直径Ｄは５ｍｍである。第１電極９ａの境界と反対側の第２
電極９ｂの境界との最短距離である、第１電極と第２電極との間隙領域１１の幅Ｗは、本
例の場合約２０ｍｍである。
【００６５】
　アイソレータ、スペーサ層１７は接着パッド１６ａ，１６ｂ及び第１，第２電極９ａ，
９ｂの横に配置される。アイソレータ，スペーサ層１７は第１，第２電極９ａ，９ｂ及び
接着パッド１６ａ，１６ｂをそれぞれ相互に絶縁する。アイソレータ，スペーサ層１７は
例えばSiO2から構成することができ、接着パッド１６ａ，１６ｂと第１，第２電極９ａ，
９ｂとを合わせたものと同じ高さである。
【００６６】
　第１，第２電極９ａ，９ｂはそれぞれ別途に構成された引き込み接続線１８ａ，１８ｂ
を介してＤＣ電圧源のもう片方の極に接続される。接続線１８ａ，１８ｂは例えば共通電
極９ｃと同様の材料又は同様の厚さで構成され得る。接続線１８ａ，１８ｂは共通相互接
続層１０及び共通圧電層８からそれぞれアイソレータ，スペーサ層１７によって絶縁され
る。接続線１８ａ，１８ｂは第１電極及び第２電極のもう片方の方と交差し、これによっ
てその間に余分な絶縁層が生じ、短絡が防止される。
【００６７】
　共通平滑層１９は接続線１８ａ，１８ｂ及びアイソレータ，スペーサ層１７の上に配置
される。共通平滑層１９は次の層が適用される前にイオンビームによって滑らかに研磨さ
れ、サブナノメートルのＲＭＳ平坦度（二乗平均平方根）を得ることができる。共通平滑
層１９は例えばSiO2から構成してもよく、垂直ｚ方向の厚さは２μｍ～１０μｎとするこ
とができる。
【００６８】
　共通遮蔽層２０は例えばＰＬＤによって共通平滑層１９上に配置される。共通遮蔽層２
０は、第１，第２電極９ａ，９ｂ及び接続線１８ａ，１８ｂと共通平滑層１９上に配置さ
れた層との間に電気的遮蔽を提供する。更に平滑層はＥＵＶ光子による攻撃から保護され
るため、劣化が抑制される。場合によって共通遮蔽層２０は省いてもよい。
【００６９】
　共通反射層系６は共通遮蔽層２０上に配置される。本明細書で使用する「共通反射層系
」という用語は、単一の反射層系が複数又は全てのミラー素子に共通であり、よってミラ
ー素子は共通反射層系を共有することを意味する。図１に示す様に、反射層系６は個々の
ミラー素子２ａ，２ｂの個々の反射層系６ａ，６ｂに横方向に更に分割され得る。共通反
射層系６は、屈折率の高い層材料（「スペーサ」とも称される）と（これと比較して）屈
折率の低い層材料（「アブソーバ」とも称される）とを交互に配置させた層１２，１３を
有する複数のペア層を含む。このようなペア層は「二重層」又は「二層」とも称される。
反射層系６は「分布ブラッグ反射器」の様に作動する。例示的実施形態において、共通反
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射層系６は５ｎｍ～３０ｎｍのＥＵＶ放射を反射させるために用いられる。アブソーバ材
料としてＭｏを含む薄層１２は、スペーサ材料としてＳｉを含む比較的「より厚い」層１
３と交互に用いられる。ペア層は少なくとも１つの層、具体的に、例えばC，B4C，SixNy
，SiC又はこれらの材料の内の１つを含む組成物から構成することができ、界面における
相互拡散の防止を目的とする介在障壁層を更に含むことができる。このため、長時間の放
射線被爆下であっても、明確に画定された界面を永続的に確保することができる。
【００７０】
　共通反射層系６は、例えば、周期的な積層体が共通反射層系６の共通放射線入射面７の
放射線入射を反射するように、例えば全体の厚さが約３５０ｎｍの５０のペア層を含む。
更に、ペア層の周期は、ブラッグ式に従って最大又はほぼ最大の反射が生じるように、発
生する入射角範囲及び動作波長に依存して選択される。本明細書で使用する「共通放射線
入射面」という用語は、単一の放射線入射面が複数又は全てのミラー素子に共通であり、
よって複数のミラー素子は共通放射線入射面を共有することを意味する。放射線入射面７
は、図１に示す様に、個々のミラー素子２ａ，２ｂの個々の放射線入射面７ａ，７ｂに横
方向に更に分割され得る。共通放射線入射面７及び個々の放射線入射面７ａ，７ｂはそれ
ぞれ共にミラー構成体１の鏡面３を形成する。従って各ミラー素子２ａ，２ｂは放射線入
射面７ａ，７ｂと基本的に平行な層を含む層構造体を備える。
【００７１】
　所定の電極直径Ｄ及び間隙領域の幅Ｗに関して、電極９ａ，９ｂ及び従ってミラー素子
２ａ，２ｂを過剰に用いることなく、鏡面３の形状を所望する形状に近づけることができ
る。具体的には、鏡面３の様なミラー構成体１の有効領域の直径に亘るミラー素子２ａ，
２ｂの数は、例えば図２のＡ－Ａ’沿いに左右に亘って２０～２００とすることができる
。
【００７２】
　個々のミラー素子２ａ，２ｂにおける多層構成体５ａ，５ｂの層構造は、ミラー構成体
１全体が空間分解能的に使用できる波面補正装置として使用可能なように構成される。
【００７３】
　第１及び第２電極９ａ，９ｂは、接続線１８ａ及び１８ｂを介して切り替え可能なＤＣ
電圧源に接続され、これによって必要に応じて、所定の値から数ボルトまでのＤＣ電圧Ｖ
ａ，Ｖｂを第１電極９ａと共通電極９ｃとの間、及び／又は第２電極９ｂと共通電極９ｃ
との間に印加することができる。隣接する第１電極９ａと第２電極９ｂとの間の電圧差Ｖ
ａ－Ｖｂは最大で数ボルトであり得る。一般に、第１電極９ａ及び第２電極９ｂのそれぞ
れに対して、別個の切り替え可能又は連続的に調整可能なＤＣ電圧源が設けられる。この
ため、第１電極９ａ及び第２電極９ｂの各々は、他の電極から独立して、共通電極９ｃに
対して適切な電位に設定することができる。それにより、個々の圧電層８ａ，８ｂ又は層
の一部には、第１電極９ａ及び／又は第２電極９ｂの下の個々の第１及び第２電界が局所
的に浸透し、垂直ｚ方向におけるそれらの層厚は印加電圧に応じて局所的に変化し、それ
らの層厚に対してミラー素子２ａ，２ｂの個々の圧電層８ａ，８ｂは個々に調整される。
従って、ｘ方向に延在する層厚プロファイルが生成され得る。
【００７４】
　この場合、共通圧電層８が局所的電界の作用によって可逆的かつ局所的に変形する逆圧
電効果が利用される。この場合、例えばPb（Zr,Ti）O3などの圧電層の結晶材料は相変態
せず、圧電層材料の結晶構造内において正と負の電荷重心の可逆的変位のみが発生する。
【００７５】
　調整範囲（微調整範囲）は主に圧電層材料の弾性及び降伏応力によって決定される。降
伏応力（σy）を上回ると、層材料の不可逆変形が始まる。降伏応力は、材料の弾性（ヤ
ング率とも称される弾性率Ｅで示される）及び応力εが正規化された尺度として機能する
材料の寸法的変化又は変形と関連する。材料の塑性変形なく可能な層厚の寸法変化（ひず
み）（εmax＝Δｔｐ／ｔｐ）、降伏応力及び弾性率の関係は、εmax＝σy／Ｅによって
表される。この場合、ｔｐは初期層厚であり、Δｔｐは層厚の変化である。圧電材料の降
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伏応力は、典型的には１％～５％、BaTiO3に関しては約４．８％である（R.F.Cook，C.J.
 Fairbanks，B.R. Lawn及びY.-W. Mai著、「Crack Resistance by Interfacial Bridging
: Its Role in Determining Strength Characteristics（界面架橋によるクラック抵抗：
強度特性を決定する上でのその役割）」、材料研究ジャーナル（J. Mater Res.）、第２
巻、Ｐ345～356（1987年））。
【００７６】
　鏡面３全体に亘る、場所に依存した（空間分解能的）波面補正が意図される場合、個々
のミラー素子２ａ，２ｂの圧電層８ａ，８ｂに異なる強さの電圧Ｖａ，Ｖｂを印加し、個
々のミラー素子２ａ，２ｂ内において第１電極９ａ及び／又は第２電極９ｂの下に異なる
層さの圧電層８ａ，８ｂが構成されるようにする。この場合、個々の反射層系６ａ，６ｂ
はそれらの放射線入射面７ａ，７ｂと共に、個々の基板４ａ，４ｂ及び共通基板４に対し
て、圧電層８ａ，８ｂの補助により、第１電極９ａ及び第２電極９ｂから局所的にそれぞ
れ上下させることができる。隣接して配置されたミラー素子２ａ，２ｂに対する反射層系
６ａ，６ｂの高さを変えることにより、鏡面３の起こり得る非平坦又はその他の望ましく
ないずれを補償することができ、入射放射線における波面の空間分解能的位相補正が可能
となる。この場合、補正の横方向分解（空間分解能）は、個々のミラー素子２ａ，２ｂに
おける放射線入射面７ａ，７ｂの横方向寸法に依存する。
【００７７】
　共通相互接続層１０がなければ、動作中、間隙１１の下の圧電層８ａ，８ｂの一部に電
界は浸透せず、従って変形しない。図３は相互接続構成体を有さないミラー構成体の第１
及び第２電極９ａ，９ｂの上面における、図２のＡ－Ａ’線に沿った任意単位（a.u.）の
ｚ高さプロファイルを示している。圧電層８ａ，８ｂが変形しない間隙領域１１において
、アイソレータ，スペーサ層１７のｚ高さは一定であり、本例においてはｚ＝０である。
間隙領域１１に加え、第１及び第２電極９ａ，９ｂのｚ高さは、対応する圧電層８ａ，８
ｂの外部で制御される変形によって変更される。従って高さプロファイル沿いには鋭いよ
じれ、段及び溝が形成される。このため、第１及び第２電極９ａ，９ｂ上の共通反射層系
６及び鏡面３、並びにアイソレータ，スペーサ層１７はよじれ、段及び溝を呈し得る。共
通反射層系６及び鏡面３におけるこのようなよじれ、段又は溝はそれぞれ反射光の波面に
歪みを生じさせ得る。
【００７８】
　それとは対照的に、本実施形態に係るミラー構成体は、図１の例の場合の様に、共通相
互接続層１０の形態の相互接続構成体を含む。これは間隙領域１１において第１及び第２
電極９ａ，９ｂによって被覆されない圧電層８ａ，８ｂの一部を被覆する。
【００７９】
　図４は上述の相互接続構成体を有する図１のミラー構成体における電気部品の等価回路
を示す。「相互接続抵抗」Ｒｉとも示される、図１の第１電極９ａと第２電極９ｂとの間
の間隙領域１１における相互接続構成体１０の電気抵抗は、「電極抵抗」Ｒｗとも示され
る、第１電極９ａとその引き込み接続線１８ａの電気抵抗よりも大きく、また、第２電極
９ｂとその引き込み接続線１８ｂの電気抵抗Ｒｗよりも大きい。更に、相互接続抵抗Ｒｉ
は、「圧電抵抗」Ｒｌとも示される、第１及び第２電極９ａ，９ｂを含む隣接する電極構
成体における圧電層８ａ，８ｂの電気抵抗よりも小さい。典型的に、電極９ａ，９ｂ，９
ｃ及び引込み線１８ａ，１８ｂの金属材料は共通相互接続層１０の半導体材料よりも低い
比電気抵抗を有し、半導体材料は圧電層８ａ，８ｂの圧電材料よりも低い比電気抵抗を有
する。よって、相互接続抵抗Ｒｉは要望に応じて電極抵抗Ｒｗよりも高くしたり圧電電気
抵抗Ｒｌよりも低くすることができる。
【００８０】
　相互接続抵抗Ｒｉは電極抵抗Ｒｗよりも大きいので、第１電極９ａと第２電極９ｂとの
間に短絡はない。しかし第１及び第２電極構成体は相互に独立して駆動させることができ
るため、適切な電位に保つことができる。相互接続抵抗Ｒｉは圧電電気抵抗Ｒｌよりも小
さいので、第１及び第２電極９ａ，９ｂによって提供される電荷は相互接続構成体１０内
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に蓄積し、圧電層８ａ，８ｂ内の漏れによって即座に流出することはない。
【００８１】
　本例の場合、電極抵抗Ｒｗは１００オーム（Ω）以下であり得る。従って、第１電極９
ａ及び第２電極９ｂ、特にこれらの引き込み接続線１８ａ，１８ｂに沿った大きな電圧降
下はないはずである。
【００８２】
　本例の場合、相互接続抵抗Ｒｉは１０キロオーム（ｋΩ）～１メガオーム（ＭΩ）の範
囲であり得る。相互接続抵抗が高過ぎると、間隙領域１１の共通相互接続層１０に電荷を
蓄積する時定数τcが高くなり過ぎる可能性がある。時定数τcは、間隙領域１１における
圧電層８ａ，８ｂの静電容量Ｃｇ＝０．５マイクロファラッドで、τc＝ＣｇＸＲｉ／２
と見積もることができ、τcは２．５ミリ秒～０．２５秒となる。現在この時定数はミラ
ー構成体１の波面補正装置としての所望される使用に関しては十分に低いと考えられるの
で、印加電圧Ｖａ，Ｖｂの調整は、例えば、典型的には２０秒毎のウエハ交換毎に行うこ
とができる。Ｃｐは、静電容量Ｃｇに匹敵する値を有し得る第１及び第２電極９ａ，９ｂ
の下の圧電層８ａ，８ｂの静電容量である。一方で、相互接続抵抗Ｒｉが低過ぎると、第
１及び第２電極９ａ，９ｂにおける印加圧力によって生じる第１電極９ａと第２電極９ｂ
との間の相互接続層１０を流れる電流により、望ましくない抵抗加熱が生じ得る。第１電
極９ａと第２電極９ｂとの間の電圧差Ｖａ－Ｖｂが２Ｖの場合、Ｐ＝（Ｖａ－Ｖｂ）２／
Ｒｉで表される抵抗発熱Ｐは４～４００μＷ（マイクロワット）となり、これは現在のと
ころミラー構成体１の所望の使用に関して十分に低いと考えられる。間隙領域１１の寸法
に対応する相互接続構成体の比電気抵抗はρｉ＝Ｒｉ×ｔｉ×Ｗ／Ｄの範囲である、５×
１０－４Ωｍ～２×１０－１Ωｍの値であり、これは半導体材料にとって一般的である。
【００８３】
　本例の場合、圧電電気抵抗Ｒｌは１００ＭΩ以上である。従って、相互接続構成体１０
内に蓄積される電荷の減少を生じさせ得る圧電層８ａ，８ｂの漏れ電流を抑制することが
できる。
【００８４】
　第１電極９ａ及び／又は第２電極９ｂに適切な電圧又は電位Ｖａ，Ｖｂが印加されると
、図１の第１電極９ａの右の境界におけるＶａから第２電極９ｂの左の境界におけるＶｂ
まで、間隙領域１１の共通相互接続層１０において連続的又は円滑な電位又は電圧の遷移
が存在する。共通相互接続層１０に電荷が蓄積され、間隙領域１１内において相互接続層
１０とその下の共通電極９ｃとの間に相互接続電界が垂直方向に形成される。相互接続電
界により、第１電極９ａ又はその下の第１電界と第２電極９ｂ又はその下の第２電界との
間に横方向の連続的な遷移が生成される。
【００８５】
　図５は、一実施形態に係る相互接続構成体を有するミラー構成体の第１及び第２電極９
ａ，９ｂの上面における、図２のＡ－Ａ’線に沿った任意単位（ａ.u.）のｚ高さプロフ
ァイルを示している。相互接続構成体によって生成される相互接続電界は間隙領域１１の
圧電層８ａ，８ｂを浸透する。このため間隙領域１１における圧電層８ａ，８ｂの一部に
連続的又は円滑な変形が生じる。共通圧電層８全体は隙間なく連続的に変形し、その厚さ
プロファイルは段や溝などの不連続性を有しない。従って、電極の上面及びアイソレータ
，スペーサ層１７のｚ高さは図５において左から右へと増加するだけである。従って、共
通反射層系６は隙間なく連続的に変形し、段や溝などの不連続性を有さず、左から右へと
ｚ高さ方向に増加するだけである。これにより、反射層系６ａ，６ｂ及び鏡面3の鋭いよ
じれ、段又は溝などの、第１電極９ａ及び第２電極９ｂによって個別に生じる波面誤差の
原因が軽減される。ミラー構成体１は従来技術に対して改善され、例えば改善された波面
補正のための改善された光学特性を有する。更に、ミラー素子２ａ，２ｂのコンポーネン
トの材料疲労や亀裂などのリスクが低減される。
【００８６】
　共通相互接続層１０の形態における相互接続構成体の更なる利点は、本例において、例
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えば引き込み接続線１８ａ，１８ｂによって上述の相互接続構成体から生じる電界に対し
て、共通相互接続層１０は特に間隙領域１１において圧電層８ａ，８ｂの遮蔽として機能
することができることである。従って、そのような電界によって導入されるクロストーク
は除去される。
【００８７】
　通常、相互接続構成体１０における半導体材料の抵抗は温度に大きく依存し、一方で電
極９ａ，９ｂにおける金属材料の抵抗は温度にそれほど依存しない。従って、半導体材料
を含む相互接続構成体の抵抗測定は、ミラー構成体１内での入射放射線の吸収によって生
じ得る、ミラー構成体１内の局所的な温度分布の測定に使用することができる。抵抗測定
は第１電極９ａから相互接続構成体１０を通って第２電極９ｂまで流れる電流Ｉｉを測定
することによって行うことができ、Ｒｉ＝（Ｖａ－Ｖｂ）／Ｉｉで計算することができる
。温度分布の測定によって波面誤差の原因を推定することができるため、ミラー構成体１
のフィードバック信号、すなわち対応する電極構成体９ａ，９ｂ，９ｃに印加される特定
の電圧Ｖａ，Ｖｂの個々の調整として使用され得る。
【００８８】
　圧電層の補助によってミラー構成体の鏡面に亘る波面プロファイルの空間分解能的調整
が可能になるミラー構成体は、例えば、光学系における種々のタスクに使用され得る。リ
ソグラフィ露光装置の投影対物系という観点から可能となる使用を以下に示す。
【００８９】
　図６は、投影対物系ＰＯの像面ＩＳの領域に配置された感放射線基板ＳＵＢを、投影対
物系ＰＯの物体平面ＯＳの領域に配置された反射パターニング装置又はマスクＭのパター
ンの少なくとも１つの像で露光する、リソグラフィ露光装置ＷＳＣの光学部品を示す。
【００９０】
　露光装置ＷＳＣは一次放射源ＲＳからの放射線で動作される。照明系ＩＬＬは一次放射
源ＲＳから放射線を受光し、パターン上に向けられる照明放射線を形成するために用いら
れる。投影対物系ＰＯはパターンの構造を感放射線基板ＳＵＢ上に結像するために用いら
れる。
【００９１】
　ＥＵＶリソグラフィの適用分野において、一次放射源ＲＳはとりわけレーザプラズマ源
、ガス放電プラズマ源又はシンクロトロンベース放射源であり得る。このような放射源は
、特に４ｎｍ～３０ｎｍの波長を有するＥＵＶ範囲の放射線ＲＡＤを生成する。この波長
範囲で動作できるように、照明系ＩＬＬ及び投影対物系ＰＯは、ＥＵＶ放射線を反射する
コンポーネントと共に構成される。
【００９２】
　放射源ＲＳから放射される放射線ＲＡＤはコレクタＣＯＬによって集光され、照明系Ｉ
ＬＬに向けられる。この場合、放射線は望ましくない放射プロファイル部分を分離する装
置を設けることのできる中間焦点面を通過する。照明系ＩＬＬは放射線ＲＡＤを形成し、
投影対物系ＰＯの物体平面ＯＳ又はその近傍に位置する照明視野を照明する。この場合、
照明視野の形状及びサイズにより、物体平面ＩＳ内において効果的に使用される物体視野
の形状及びサイズが決定される。
【００９３】
　露光装置ＷＳＣの動作中、反射レチクルＭ又はその他の反射パターニング装置は物体平
面ＯＳに配置される。
【００９４】
　投影対物系ＰＯは、湾曲した鏡面を有し、共通の光学軸ＡＸに沿って配置された６つの
ミラーＭ１～Ｍ６を備える。投影対物系は、被露光基板、例えば半導体ウエハの配置され
た像平面にマスクパターンを縮小して結像する。マスクＭから基板を通過する投影放射線
ＰＲは、６つのミラー（第１ミラーＭ１から第６ミラーＭ６）で連続的に反射される。物
体視野ＯＦに対して光学的に共役な像視野ＩＦは像平面に存在する。物体視野及び像視野
に光学的に共役な中間像の実像ＩＭＩは、第６ミラーの端部に幾何学的に近い第４ミラー
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Ｍ４と第５ミラーＭ５との間に光学的に形成される。第１瞳面Ｐ１は、主光線が第２ミラ
ーＭ２の近傍又は第２ミラーＭ２で光軸ＡＸと交わるところに存在する。第２瞳面Ｐ２は
、第５ミラーＭ５と第６ミラーＭ６との間の幾何学的なほぼ中間に存在する。
【００９５】
　全てのミラーはＥＵＶ放射線に対する反射効果を有し、例えばＭｏ／Ｓｉのペア層（二
層）を含み得る多層反射コーティングによって被覆される。
【００９６】
　マスクＭ（レチクル）を保持及び操作する装置（レチクルステージ）は、マスク上のパ
ターンが、ここではレチクル平面とも称される投影対物系ＰＯの物体平面ＯＳに置かれる
ように配置される。走査動作のために、マスクはこの平面において、走査ドライブの補助
により、投影レンズの基準軸ＡＸ（ｚ方向）に垂直な走査方向（ｙ方向）に移動可能であ
る。
【００９７】
　露光される基板ＳＵＢは、基板ＳＵＢがマスクＭと同期して基準軸ＡＸに垂直な走査方
向（ｙ方向）に移動するように、走査ドライブを含む装置（ウエハステージ）によって保
持される。投影レンズＰＯの設計に依存して、マスク及び基板のこれらの移動は相互に平
行又は逆平行に行うことができる。
【００９８】
　ウエハステージ及びレチクルステージは、本実施形態において、投影露光装置の中央制
御装置に一体化される走査制御装置によって制御される走査装置の一部である。
【００９９】
　投影露光装置ＷＳＣの光学部品は全て排気可能なハウジング内に収容される。投影露光
装置は真空下で動作される。
【０１００】
　同様の基本的な構造を有するＥＵＶ投影露光装置は、例えば国際公開第２００９／１０
０８５６　Ａ１号によって周知である。同様の基本的な構造を有する投影対物系は欧州特
許出願第１１７８３５６　Ａ２号明細書（図４）に開示されている。この点に関するこの
文献の開示を本明細書の内容に参照として援用する。
【０１０１】
　第１ミラーＭ１から第６ミラーＭ６の内の１つ又は複数のミラーは、本願に記載する実
施形態に係るミラー構成体を含み得る。ミラー構成体は、ミラーのタイプ及び光学路沿い
のミラーの位置に応じて、種々の有益な機能を提供し得る。
【０１０２】
　例えば、第２ミラーＭ２は、照明系ＩＬＬの瞳面に光学的に共役な第１瞳面Ｐ１に非常
に近接して配置された、又は第１瞳面Ｐ１に配置された凹面鏡である。従って、このミラ
ー上における放射線の空間的強度分布は、照明系によって提供される照明設定のタイプに
よって決定される。例えば双極子設定が用いられる場合、第２ミラーＭ２に入射する放射
線は照明設定の極に対応する２つの正反対の領域に集光され、このため第２ミラー上には
不均一な放射線負荷が生じる。このためミラーの不均一な加熱が生じ、不均一な変形及び
関連する収差が生じる。そしてミラー構成体の反射鏡面は、不均一な放射線負荷の影響が
少なくとも部分的に補償され、補償されなければ系内に存在し得る結像誤差を低減するよ
うに制御され得る。
【０１０３】
　第６ミラーＭ６は瞳面に正確に位置決めされないが、その位置は瞳面に比較的近いため
、不均一な放射線負荷によって特定の照明設定がもたらされる可能性がある。第２ミラー
と同様に、調整可能なミラー構成体は、補償されなければ生成され得る収差の少なくとも
一部を補償することができる。更に、第６ミラーＭ６の大部分は動作において光学的に使
用される。特に、第６ミラーは全ミラーの中で最大の光学使用領域を有するミラーである
。大型のミラーはミラー形状に対する重力の影響に特に敏感であり得る。これらの影響は
ミラー構成体の全体的な表面形状を制御することによって補償することができる。



(18) JP 6731470 B2 2020.7.29

10

20

30

40

50

【０１０４】
　別の例として、（幾何学的に像面に一番近い）第５ミラーＭ５は、ＥＵＶ放射の入射角
の広い範囲が鏡面に存在するように配置された凸鏡である。また、最大入射角はこのミラ
ーで生じ得る。このような条件下において、このミラーの反射挙動は多層系の層構造の小
さな欠陥に対して特に敏感である。第５ミラーが一実施形態に係るミラー構成体として設
計されると、層構造体の小さな欠陥によって生じる問題の少なくとも一部を解消すること
が可能である。
【０１０５】
　別の例として、光学的に使用される第４ミラーＭ４の凹反射面は、視野面、特に中間像
ＩＭＩが形成される視野面の光学的近傍に配置される。視野面に近いミラーの表面形状の
制御は、視野に依存する収差の補償に用いることができる。
【０１０６】
　第３ミラーＭ３は、視野面に非常にそれほど近くなく、瞳面にもそれほど近くない中間
範囲に光学的に配置された凸反射面を有する。このような中間的位置のミラーにも一実施
形態に係るミラー構成体を設けることができる。
【０１０７】
　波面補正の問題を考える場合、実際像形成に寄与する光学面の数が一般に比較的少なく
、例えば、４、６又は８つである、典型的なＥＵＶ投影対物系が重視され得る。従って、
波面補正操作によって波面に影響を与える自由度は限られる。よって本願の一実施形態に
係るミラー構成体を有する、２つ以上の投影対物系のミラーを設けるのは有益であり得る
。例えば、波面補正に対して複数の自由度が提供できるように、瞳面の近くに少なくとも
１つのミラー、視野面の近くに少なくとも１つのミラー、そして中間位置に少なくとも１
つのミラーを、本発明の一実施形態に係るミラー構成体として設計してもよい。
【０１０８】
　上述の様に、本発明の実施形態に係るミラー構成体の使用はＥＵＶリソグラフィの光学
系に限られない。例えば、一実施形態に係るミラー構成体は、例えば、約２４８ｎｍ又は
約１９３ｎｍの深赤外線範囲の波長用に設計された、反射屈折投影対物系の曲面鏡として
使用してもよい。例えば、ミラー構成体の円滑かつ連続的な鏡面は、凹鏡の表面形状を調
整することのできる能動的な凹鏡を設けることができるよう、全体的に凹状とすることが
できる。
【０１０９】
　例示的実施形態に基づいて、リソグラフィ露光装置の投影対物系におけるミラー構成体
の可能な使用について説明した。これに加えて又はこれに代えて、照明系ＩＬＬの少なく
とも１つのミラーをミラー構成体の一実施形態に従って製造することもできる。国際公開
第２０１２／１２６９５４　Ａ１号に記載されているミラーを本願の一実施形態に従って
設計してもよい。
【０１１０】
　ミラー構成体の全鏡面は平面鏡のように平らにすることができる。ミラー構成体は凹状
又は凸状に湾曲した鏡面に構成することも可能である。例において、個々の放射線入射面
は平面である。しかしながらこれは強制的なものではない。ミラー素子の個々の、又は全
ての放射線入射面も凸状又は凹状に湾曲した鏡面とすることができる。更に、個々のミラ
ー素子は、所望する鏡面形状が得られるよう、支持構造体に取り付けてもよい。
【０１１１】
　個々のミラー素子の形状は、所望の用途に適合させることができる。
【０１１２】
　連続するペア層の領域における多層構成体の層構造は、所望の用途に適合させることが
できる。例示的実施形態において、国際公開第２０１２／１２６９５４　Ａ１号の図９と
同様に、圧電層は反射層系の複数のペア層と基板との間に配置される。個々のミラー素子
における多層構成体の層構造は、種々の動作モードに対して異なる反射の空間的分布なく
、ミラー構成体全体が空間分解能的に有効な波面補正装置として使用可能なように構成さ
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れる。
【０１１３】
　あるいは、国際公開第２０１２／１２６９５４　Ａ１号の図１の例と同様に、圧電層は
基板から離れたペア層の第１群と基板に近いペア層の第２群との間に配置され得る。これ
によれば、相互接続構成体は、圧電層に相互接続電界を設けることができるように配置さ
せることができる。圧電層の介在により、層群間の（放射線入射面に対して垂直に測定さ
れた）距離は、外部圧力を印加することによって変化させることができる。介在された圧
電層は、第１層群で反射された放射線と第２層群で反射された放射線との間に光路長の差
または位相シフトを導入する。外部電圧を印加することにより、位相シフトの大きさを連
続可変的に変化させることができ、それによって対応するミラー素子の反射率が変化する
。第１層群と第２層群との間に一体化された圧電層は、反射効果を有するそれらの界面間
に電気的に調整可能な距離を有する、ファブリ・ペロー干渉計（エタロン）のように機能
する。
【０１１４】
　基板から離れたペア層の第１群と基板に近いペア層の第２群との間に位置する圧電層及
び相互接続構成体を有する多層構成体において、相互接続構成体の材料が利用放射線より
も低い吸収率を確実に有するよう、特に考慮しなければならない。
【０１１５】
　また多層構成体は複数のペア層を有する２つの隣接する層群の間に配置され、これらの
層群の放射線の反射部分と反射部分との間の制御可能な位相シフトのために機能する、２
つ以上の圧電層を有し得る。例えば、このような圧電層を２つ又は３つ設ける場合、国際
公開第２０１２／１２６９５４　Ａ１号の図８の例の様に、それらの層の間に複数のペア
層を有する層群を配置させてもよい。従って、多層構成体は、各圧電層に相互接続電界を
設けることができるよう、２つ以上の相互接続構成体を有し得る。
【０１１６】
　多層構成体は、反射層系内において周期厚さの変化が可能なように、複数の圧電層を有
し得る。所定の動作波長や所定の入射角に対して、特定の層周期のみが完全に強め合う干
渉、従って最大反射率をもたらすので、周期厚さを変化させることにより、動作波長にお
いてミラー素子の反射層系における反射率を連続可変的に変化させることが可能である。
更に、反射された放射線の位相は、空間分解能的波面干渉も同様に可能なように影響され
る。
【０１１７】
　比較的小さな入射角に高い最大反射率が要求される場合、ペア層の完全に周期的な配列
は有利であり得る。一方で、角度空間の広帯域構造及び／又はスペクトル広帯域構造が望
ましい場合、異なる周期を持つペア層を組み合わせることもできる（例えば、独国特許出
願公開第１０１　５５　７１１　Ｂ４号明細書又は国際公開第２０１０／１１８９２８　
Ａ１号参照）。反射率の入射角への依存を減らすために、層構成体は原則として別の方法
で構成してもよい。具体的には、多層構成体のペア層に異なる材料の組み合わせを使用し
てもよい。この構成では、圧電層に電界を印加することにより、多層構成体内に層周期の
変化を適切であれば連続可変的に生成することが可能である。
【０１１８】
　層周期の離調又は変更は、例えば、光源スペクトル又は光学系全体のスペクトル透過の
補償を実行することができるように、所望の値から逸脱し得る中心波長に反射率を適合さ
せるために使用することもできる。これに代えてまたはこれに加えて、所望的又は不所望
的に変えられた入射角のミラーへの適合も可能である。
【０１１９】
　多層構成体、特に反射層系及び圧電層の層構造に関する更なる可能性としては、国際公
開第２０１２／１２６９５４　Ａ１号を参照されたい。その開示を本明細書に参照として
援用する。
【０１２０】
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　本発明の実施形態はリソグラフィの光学系だけでなく、例えば、Ｘ線顕微鏡、特にＥＵ
Ｖマスク計測の分野において使用することができる。これらの実施形態は、例えば国際公
開第２０１１／０１２２６７　Ａ１号及び国際公開第２０１１／０１２２６６　Ａ１に開
示されているＥＵＶ空中像のモニタリングシステムで使用することができる。同様にＥＵ
Ｖシステム計測学での用途も考えられる。更にＥＵＶ天文学及びシンクロトロンシステム
における光学アセンブリの用途も考えられる。
【０１２１】
　例示的実施形態において、反射層系はＥＵＶ放射を反射させるために使用される。これ
に代えて又はこれに加えて、反射層系はＤＵＶ又はＶＵＶ電磁放射線を反射させるために
使用され得る。複数のペア層に代えて、この目的のために反射層系は誘電強化アルミニウ
ムミラー層を含み得る。
【０１２２】
　本例において、個々のミラー素子の多層構成体におけるいくつかの層又はコンポーネン
トは共通の層又はコンポーネントを形成する。具体的に、個々のミラー素子の基板は共通
基板を形成する。更に、個々のミラー素子は第１電極及び第２電極に対する共通電極、共
通圧電層及び共通反射層系を共有する。あるいは、ミラー素子は分離させてもよい、すな
わち、分離された基板、圧電層の両側の別個の電極、分離された圧電層及び／又は分離さ
れた反射層系を有し得る。ミラー素子は、適切であれば支持構造体上に空間をあけ、それ
ぞれ相互に離して取り付けることのできるミラー素子であってもよい。
【０１２３】
　圧電層の両側に分離された電極の場合、両側には間隙領域が存在し得る。従って、相互
接続構成体はそれらに相互接続電界が設けられるよう、圧電層の両側に相互接続層を含む
ことができる。それらの上の第１電極の境界及び第２電極の境界を越えて延在する、図示
する共通相互接続層の代わりに、相互接続構成体は、第１電極の境界から始まって第２電
極の境界で終わる、第１電極と第２電極とを相互接続する相互接続層を含み得る。
【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】
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